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１．17 年 3 月期の連結業績（平成 16 年 4 月 1日～平成 17 年 3 月 31 日） 
（１）連結経営成績                              （百万円未満切捨） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

百万円   ％ 
 26,760 △5.2 
 28,223 △0.9 

百万円   ％ 
 △319 － 
 367 △30.0 

百万円   ％ 
 △220 － 
 522 △20.2 

 
 

当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜 在 株 式 調 整 後           

１株当たり当期純利益 

株 主 資 本       

当期純利益率 

総 資 本      

経常利益率 

売 上 高      

経常利益率 

 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

百万円  ％ 
 △891 － 
 228 △0.1 

円  銭 
 △86 03 
 20 80 

円  銭 
 － － 
 20 75 

％ 
 △11.8 
 2.9 

％ 
 △1.1 
 2.5 

％ 
 △0.8 
 1.9 

(注)①持分法投資損益 17 年 3 月期 －百万円 16 年 3 月期 －百万円  
  ②期中平均株式数（連結） 17 年 3 月期 10,358,077 株 16 年 3 月期 10,455,552 株 
  ③会計処理の方法の変更   無 
  ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

（２）連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

百万円 
 20,180 
 20,442 

百万円 
 7,014 
 8,073 

％ 
 34.8 
 39.5 

円   銭 
 679 00 
 775 87 

（注）期末発行済株式数（連結）17 年 3 月期  10,330,246 株  16 年 3 月期  10,391,521 株 

 
（３）連結キャッシュ･フローの状況 

 営業活動による         
キャッシュ･フロー 

投資活動による         
キャッシュ･フロー 

財務活動による         
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高         

 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

百万円 
 713 
 1,807 

百万円 
 △1,759 
 △1,412 

百万円 
 786 
 △563 

百万円 
  1,239 
 1,499 

 
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 ２社  持分法適用非連結子会社数 －社  持分法適用関連会社数 －社 
 
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規)  －社 (除外)  －社  持分法 (新規) －社 (除外) －社 
 
２．18 年 3 月期の連結業績予想（平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日) 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 
中 間 期 
通   期 

百万円 
 13,600 
 25,500 

百万円 
 80 
 160 

百万円 
 △10,400 
 △10,300 

(参考)1 株当たり予想当期純利益（通期） △997 円 07 銭 

 ※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な

要因によって予想数値と異なる可能性があります。 
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１. 企業集団の状況 
 

当社グループは、当社及び子会社２社より構成されております。 
各会社の事業内容は、次のとおりであります。 
なお、当社は事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別によって記載しております。 

当 社          ･･･････････ す し 部 門       ：廻転寿司の店舗経営 
 レストラン部門：和食・とんかつ・焼肉・中華・イタリア料理等の店舗経営 
 食 材 部 門       ：フランチャイズ店への食材販売 
 そ の 他 部 門       ：フランチャイズ店への経営指導 
株式会社アトムライス･･･････････ 食 材 部 門       ：シャリの製造及び販売 
株式会社アトムボーイ･･･････････ そ の 他 部 門       ：商標権及び著作物の管理 

                       （廻転寿司「アトムボーイ」の商標権及び「鉄腕アトム」に関する著

作物使用権を所有） 

 

上記の事項を事業系統図により示すと、次のとおりであります。 

 

 

お      客      様 

 

寿司及び和食・とんかつ 

・焼肉・中華・イタリア料理等の販売 

㈱アトム（当社） 

（フランチャイズ店舗を含む） 

 

 

 

※１    ※１，２ 

㈱アトムライス 
 

㈱アトムボーイ 

寿司ご飯及び米等の販売 商標及び「鉄腕アトム」に関する著作権使用許諾 

                                                            

   ※１ 連結子会社 

※２ 平成１７年４月１日付にて吸収合併いたしました。
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２．経 営 方 針 
 
（１）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、すし部門では廻転寿司の「アトムボーイ」「海鮮アトムボーイ」「廻転寿司アトムボーイ」「に

ぎりの徳兵衛」、レストラン部門では焼肉の「カルビ大将」「唐楽家」「韓の食卓」、和食の「えちぜん」「歓喜亭」

「かつ時」、中華の「ザ・フォーロン」等の多業態を開発営業している総合外食事業会社であります。 
当社グループの経営理念は、外食事業を通じてお客様の食文化の創造と地域社会への貢献を目指し、常にお客

様の満足を第一に考え、喜ばれ信頼される企業として発展し続けることであります。 
 
（２）会社の利益配分に関する基本方針 

 当社グループは、株主の皆様への利益還元を企業経営の重要な柱と考え、財務体質の強化を図りながら、業績に

対応した配当を継続的に実施することを基本方針としております。 
また、内部留保金につきましては、経営体質の強化と今後の事業展開に活用し、企業価値の向上に資する所存で

あります。 
 
（３）会社の対処すべき課題 

平成１８年３月期において、当社グループは、減損会計の適用による減損損失の計上を主たる理由として多額

の特別損失を計上する見込となり、その結果として大幅な債務超過となるおそれが生じました。 
これを受けて、当社グループと致しましては、早期の資本調達により、債務超過を回避し自己資本の充実を図

ると同時に、調達資金の活用による事業全般の抜本的再建を迅速かつ確実に遂行することが最重要経営課題である

と認識しております。 
現在予定しております資本調達が完了した後には、健全な財務体質のもと、調達した資金を活用し、不採算店

の抜本的整理・業務転換、新規出店及び業務効率化のための前向きな投資を行い、当社グループの長期的な発展を

図ることが可能となります。 
 
（４）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

当社グループは激しく変化する経営環境に対処し、企業の持続的成長を支えるべく公正で透明性の高い経営組

織の確立を目指しております。 
取締役会は毎月１回開催され、経営方針、法令遵守等、経営に関する重要事項の意思決定がなされております。

監査役は、取締役の業務執行に関する適法性、妥当性について厳正な監視を行っております。 
業務運営につきましては、円滑な運営を行うための組織体制の確立・整備に努め、責任体制を明確にしており

ます。業務に関する重要な事項等は、部課長会議・営業会議・店長会議を通して組織全体での情報の共有を行い、

適正な運営に努めております。 
社内管理については、内部監査室が衛生面を含めて管理面の監査・指導を行っております。 
情報開示につきましては、株主総会のほか、投資家・アナリスト・マスコミ向けに年２回の決算説明会を開催

し、情報の提供や開示に努めております。 
 

３．経営成績及び財政状態 
 

（１）経営成績 
  １．当期の概況 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、前半においては輸出増加、企業収益の改善による設備投資の増加により

緩やかな回復傾向にありましたが、後半に入り海外経済の鈍化から輸出は減速傾向に向かい、原油をはじめとした

原材料価格の高止まり等により、足踏み状態を余儀なくされました。個人消費におきましても、相次ぐ台風の上陸、

原油価格の高騰、年金問題等、現在、将来への不安要素が重なり、依然として低迷を続けました。 
当社グループの属する外食産業市場におきましては、新規企業・新規出店の増加・中食業界の拡大により、外

食店はオーバーストア状態となっています。牛肉をはじめとした食材価格の上昇、原油価格の高騰による消耗品等

の上昇等、経営環境は非常に厳しい状況となっております。 
このような状況の中、当社グループは、すし部門では低価格路線「廻転寿司アトムボーイ」、高級路線「にぎり

の徳兵衛」新規出店を進めると共に、「海鮮アトムボーイ」から「にぎりの徳兵衛」への業態変更を行い、事業拡

大を進めました。 
レストラン部門では、各業態においてお客様の低価格高品質への要望に応え、メニュー改定を行い集客力の強

化を目指しました。また、新業態のお好み焼き店「お好み鉄板 どて玉」を開発し、新たなニーズの開拓に向けて

１店舗の出店を行いました。 
食材部門では、岐阜県安八郡に物流センターを新設し、食材仕入れ、配送ルートの整理統合を開始しました。 
一方で、不採算店の撤退、消耗品コストの見直しを行い、収益改善を目指しました。 
しかし、フランチャイズ店舗の撤退によるロイヤリティー収入、食材売上の減少に加え、競合店の出店、相次ぐ

台風の接近をはじめとした天候不順、アテネオリンピック等の影響により客数、売上高が低迷しました。また焼肉

業態の原材料コスト増に加え、物流センターが稼動開始間もないために稼働率が低く、費用負担増加を補うことが

できず原価が上昇、売上減少により人件費や固定費の負担増が大きく響き、売上、利益共に前年、当初計画を下回

る結果となりました。 
 各事業部門の概要は以下の通りです。 
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すし部門 
 新規出店は直営店１２店舗（「にぎりの徳兵衛」６店舗（スクラップアンドビルドによる新設２店舗含む）、「廻

転寿司アトムボーイ」６店舗）、ＦＣ店１店舗（「海鮮アトムボーイ」１店舗）の合計１３店舗を行いました。 
 業態変更につきましては、直営店８店舗（「アトムボーイ」から「海鮮アトムボーイ」へ２店舗、「海鮮アトムボ

ーイ」から「にぎりの徳兵衛」へ６店舗）、ＦＣ店２店舗（「海鮮アトムボーイ」から「にぎりの徳兵衛」へ２店舗）

合計１０店舗行いました。 
 ＦＣ店との店舗異動につきましてはＦＣ店から直営店への異動が５店舗（「廻転寿司アトムボーイ」２店舗、「海

鮮アトムボーイ」２店舗、「海鮮アトムボーイ」から「にぎりの徳兵衛」１店舗）ありました。 
 閉店につきましては、直営店８店舗（「海鮮アトムボーイ」４店舗、「廻転寿司アトムボーイ」４店舗）、ＦＣ店

１３店舗（「アトムボーイ」３店舗、「海鮮アトムボーイ」４店舗、「廻転寿司アトムボーイ」３店舗、「すし王」３

店舗）の合計２１店舗ありました。 
以上により当連結会計年度末の店舗数は「アトムボーイ」９店舗（直営店２店舗、ＦＣ店７店舗）、「海鮮アト

ムボーイ」２９店舗（直営店１９店舗、ＦＣ店１０店舗）、「廻転寿司アトムボーイ」３６店舗（直営店２７店舗、

ＦＣ店９店舗）、「にぎりの徳兵衛」４４店舗（直営店３７店舗、ＦＣ店７店舗）、「すし王」９店舗（ＦＣ店９店舗）

の合計１２７店舗（直営店８５店舗、ＦＣ店４２店舗）となっております。 
 この結果、売上高は１０６億６０百万円（前年同期比３．９％増）となりました。 
 
レストラン部門 
 レストラン部門につきましては新規出店は行っておりません。 
 業態変更につきましては、直営店２店舗（「韓の食卓」から「かつ時」へ１店舗、「歓喜亭」から「お好み鉄板 ど

て玉」へ１店舗）、行いました。 
 閉店につきましては直営店１３店舗（「時の国歓喜」１店舗、「かつ時」１店舗、「カルビ大将」２店舗、「唐楽家」

４店舗、「ザ・フォーロン」３店舗、「万豚麺」２店舗）、ＦＣ店４店舗（「えちぜん」２店舗、「韓の食卓」１店舗、

「唐楽家」１店舗）の合計１７店舗ありました。 
 以上により、当連結会計年度末の店舗数は「えちぜん」２０店舗（直営店１８店舗、ＦＣ店２店舗）、「すし和食

にぎりの徳兵衛」２店舗（直営店２店舗）、「歓喜亭」４店舗（直営店４店舗）、「居酒屋徳兵衛」１店舗（ＦＣ店１

店舗）、「時の国歓喜」２店舗（直営店２店舗）、「蟹や徳兵衛」４店舗（ＦＣ店４店舗）、「かつ時」２３店舗（直営

店１７店舗、ＦＣ店６店舗）、「カルビ大将」４４店舗（直営店４０店舗、ＦＣ店４店舗）、「唐楽家」１５店舗（直

営店１４店舗、ＦＣ店１店舗）、「韓の食卓」４店舗（直営店４店舗）、「ラ・アモーレ」３店舗（直営店３店舗）、

「ザ・フォーロン」１２店舗（直営店１２店舗）、「らぅめん屋あとむ」１店舗（直営店１店舗）、「らぅめんの壷」

１店舗（直営店１店舗）、「サイバーカフェ・フリ－クス」２店舗（直営店２店舗）、「お好み鉄板 どて玉」１店舗

（直営店１店舗）の合計１３９店舗（直営店１２１店舗、ＦＣ店１８店舗）となっております。 
 この結果、売上高は１５０億９１百万円（前年同期比９．４％減）となりました。 
 
食材ならびにその他の部門 
食材部門の売上高は８億１０百万円（前年同期比２５．５％減）となりました。 
また、「その他」としてロイヤリティー、加盟金等売上高は１億９８百万円（前年同期比１０．７％減）となり

ました。 
 
以上の結果、当連結会計年度末における店舗数は合計２６６店舗（直営店２０６店舗、ＦＣ店６０店舗）、売上

高は２６７億６０百万円（前年同期比５．２％減）、経常損失は２億２０百万円（前年同期は経常利益５億２２百

万円）、当期純損失は８億９１百万円（前年同期は当期純利益２億２８百万円）、となりました。 
 

  ２．次期の見通し 
 当社グループを取り巻く経営環境は、景気回復の鈍化、継続的な個人消費の低迷から、一段と厳しさを増すもの

と予想されます。 
 当社グループとしましては、お客様により満足して頂ける質の高い商品、サービスをお値打ち価格で提供させて

いただくことに徹底的にこだわり、集客力の向上、売上高の増強に努めます。また、減損損失の処理、不採算店の

整理・業態転換、物流の効率による食材原価の低減を始めとした経費の削減を徹底し、収益性の抜本的改善に努め

て参ります。 
 出店については、引き続きすし部門の店舗展開を中心として、「にぎりの徳兵衛」直営店４店舗、「廻転寿司アト

ムボーイ」直営店２店舗、「カルビ大将」直営店３店舗、「お好み鉄板 どて玉」直営店１店舗の合計直営店１０店

舗を計画しております。 
以上を踏まえた１８年３月期の業績につきましては、売上高は２５５億円（前年同期比４．７％減）、経常利益

は１億６０百万円（前年同期は経常損失２億２０百万円）、当期純損失は１０３億円（前年同期は当期純損失８億

９１百万円）、を見込んでおります。 
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（２）財政状態 
  ＜キャッシュ・フローの状況＞                             （単位：百万円） 

 前連結会計年度 当連結会計年度 前年同期増減額 

営業活動によるキャッシュ・フロー １，８０７ ７１３ △１，０９４ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △１，４１２ △１，７５９ △３４７ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △５６３ ７８６ １，３５０ 

現金及び現金同等物の増減額 △１６８ △２５９ △９１ 

現金及び現金同等物の期首残高 １，６６７ １，４９９ △１６８ 

現金及び現金同等物の期末残高 １，４９９ １，２３９ △２５９ 
 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は１２億３９百万円となり、

前連結会計年度末に比べ２億５９百万円減少(前年同期比１７．３％減)いたしました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は７億１３百万円となり、前連結会計年度に比べ１０億９４百万円減少(前年同期

比６０．５％減)いたしました。これは主に、前連結会計年度に比べ税金等調整前純利益が１２億２５百万円減少

し、固定資産除却損の増加(１億６百万円増)はあったものの、未払消費税等の減少(１億７６百万円減)や法人税等

の支払額が５７百万円増加したことなどによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は１７億５９百万円となり、前連結会計年度に比べ３億４７百万円増加(前年同期

比２４．６％増)いたしました。これは主に、敷金保証金の支払による支出が１億４０百万円増加したことや、投

資有価証券の売却による収入が６１百万円減少したことなどによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は７億８６百万円となり、前連結会計年度に比べ１３億５０百万円増加いたしま

した。これは主に、社債の償還による支出が減少(９０百万円減)したことや、借入金の収支が増加(１２億２４百

万円増)したことなどによるものです。 

 

なお、当企業グループのキャッシュ・フローのトレンドは下記のとおりであります。 

(注) 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払額 

 

※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数(自己株式控除後)により算出しております。 

※ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用

しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利息を支払っている全ての

負債を対象としております。また、利払額については、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を

使用しております。 

 平成１４年 

３月期 

平成１５年 

３月期 

平成１６年 

３月期 

平成１７年 

３月期 

自己資本比率（％） ４１．１ ３８．０ ３９．５ ３４．８ 

時価ベースの自己資本比率（％） ７５．９ ６５．２ ６７．８ ５１．３ 

債務償還年数（年） ６．５ ４．２ ５．０ １４．０ 

インタレスト・カバレッジ・レシオ １４．６ １９．９ １３．３ ５．７ 
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４．連結財務諸表等 
（１）連結貸借対照表                                   （単位：百万円） 

前連結会計年度 
（平成１６年３月３１日現在） 

当連結会計年度 
（平成１７年３月３１日現在） 比較増減 期   別 

 
科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

 
 

（ 資 産 の 部 ）             
Ⅰ．流 動 資 産         
 １．現 金 及 び 預 金         
 ２．売 掛 金         
 ３．有 価 証 券         
 ４．た な 卸 資 産         
 ５．繰 延 税 金 資 産         
 ６．そ の 他         
 ７．貸 倒 引 当 金         

 
 
 
 

２，０５９ 
２１５ 

９ 
１７１ 
４３ 

４４８ 
△３２ 

％  
 
 
 

１，７９１ 
２５５ 

４ 
２８７ 
３９ 

４４９ 
△３４ 

％  
 
 
 

△２６８ 
４０ 
△４ 

１１５ 
△４ 
０ 

△２ 
流 動 資 産 合 計             
 
Ⅱ．固 定 資 産         
 １．有 形 固 定 資 産         
 （１）建物及び構築物 
 （２）土 地        
 （３）建 設 仮 勘 定 
 （４）そ の 他        

２，９１６ 
 
 
 

９，２８７ 
１，３０５ 

１６４ 
５２４ 

１４．３ ２，７９３ 
 
 
 

９，３８５ 
１，３０５ 

１６３ 
４１７ 

１３．８ △１２３ 
 
 
 

９８ 
－ 

△１ 
△１０６ 

有 形 固 定 資 産 合 計             
 
 ２．無 形 固 定 資 産         
 （１）営 業 権        
 （２）そ の 他        

１１，２８２ 
 
 

９７ 
１８２ 

５５．２ １１，２７２ 
 
 

１１３ 
１６５ 

５５．９ △９ 
 
 

１５ 
△１７ 

無 形 固 定 資 産 合 計             
 
 ３．投資その他の資産 
 （１）投資有価証券        
 （２）長 期 貸 付 金        
 （３）長期前払費用 
 （４）敷 金 保 証 金        
 （５）会 員 権        
 （６）繰延税金資産 
 （７）そ の 他        
 （８）貸 倒 引 当 金        

２８０ 
 
 

８５０ 
３３７ 
３１０ 

４，１６０ 
１０４ 
１１３ 
２５８ 

△１７２ 

１．４ ２７８ 
 
 

９２１ 
３１０ 
２８７ 

４，２２９ 
７４ 
４ 

４０５ 
△３９７ 

１．４ △１ 
 
 

７０ 
△２７ 
△２２ 
６８ 

△２９ 
△１０９ 
１４７ 

△２２４ 
投資その他の資産合計             ５，９６２ ２９．１ ５，８３６ ２８．９ △１２６ 
固 定 資 産 合 計             １７，５２５ ８５．７ １７，３８６ ８６．２ △１３８ 
資 産 合 計             ２０，４４２ １００．０ ２０，１８０ １００．０ △２６２ 
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                                            （単位：百万円） 
前連結会計年度 

（平成１６年３月３１日現在） 
当連結会計年度 

（平成１７年３月３１日現在） 比較増減 期   別 

 
科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

 
 

（ 負 債 の 部 ）             
Ⅰ．流 動 負 債         
 １．買 掛 金         
 ２．１年内償還予定の社債 
 ３．短 期 借 入 金         
 ４．1 年内返済予定の長期借入金 
 ５．未 払 金         
 ６．未 払 費 用         
 ７．未 払 法 人 税 等         
 ８．未 払 消 費 税 等         
９．賞 与 引 当 金         

１０．そ の 他         

 
 
 
 

９６０ 
２４０ 

 － 
２，５３６ 

９１３ 
７４ 

１４１ 
１１０ 
５６ 

２４７ 

％  
 
 
 

９６１ 
２４０ 

 ８００ 
２，９３４ 

９８２ 
６６ 
６８ 
４ 

３２ 
２５３ 

％  
 
 
 

１ 
－ 

８００ 
３９８ 
６８ 
△８ 

△７２ 
△１０５ 
△２３ 

５ 
流 動 負 債 合 計             
 
Ⅱ．固 定 負 債         
 １．社 債 
 ２．長 期 借 入 金 
 ３．預 り 保 証 金 
 ４．繰 延 税 金 負 債 
 ５．退職給付引当金 
 ６．役員退職慰労引当金 
 ７．債務保証損失引当金 
 ８．連 結 調 整 勘 定         
 ９．そ の 他         

５，２８１ 
 
 

９００ 
５，３２９ 

１７１ 
－ 

１２６ 
９０ 
８３ 
１ 

３８３ 

２５．８ ６，３４４ 
 
 

６６０ 
５，３６７ 

１８３ 
１８ 

１２７ 
９５ 

１３９ 
０ 

２２８ 

３１．４ １，０６２ 
 
 

△２４０ 
３８ 
１１ 
１８ 
１ 
４ 

５５ 
△０ 

△１５５ 
固 定 負 債 合 計             ７，０８７ ３４．７ ６，８２１ ３３．８ △２６５ 

１２，３６８ ６０．５ １３，１６５ ６５．２ ７９７ 負 債 合 計             
 
（  資 本 の 部  ） 
Ⅰ．資 本 金         
Ⅱ．資 本 剰 余 金 
Ⅲ．利 益 剰 余 金 
Ⅳ．その他有価証券評価差額金 
Ⅴ．自 己 株 式 

 
 

２，３５３ 
２，５４９ 
３，１６０ 

１０５ 
△９５ 

 
 

１１．５ 
１２．５ 
１５．５ 
０．５ 

△０．５ 

 
 

２，３５３ 
２，５４９ 
２，１２８ 

１５８ 
△１７５ 

 
 

１１．７ 
１２．６ 
１０．６ 
０．８ 

△０．９ 

 
 

－ 
－ 

△１，０３１ 
５２ 

△８０ 
資 本 合 計             ８，０７３ ３９．５ ７，０１４ ３４．８ △１，０５９ 
負 債 及 び 資 本 合 計 ２０，４４２ １００．０ ２０，１８０ １００．０ △２６２ 
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（２）連結損益計算書                                   （単位：百万円） 
前連結会計年度 

平成１５年４月 １日から 
平成１６年３月３１日まで 

当連結会計年度 
平成１６年４月 １日から 
平成１７年３月３１日まで 

比較増減 
 

期   別 

 
 
科   目 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 

 
Ⅰ．売 上 高         
Ⅱ．売 上 原 価         

 
２８，２２３ 
１１，１８５ 

％ 
１００．０ 

３９．６ 

 
２６，７６０ 
１０，９４７ 

％ 
１００．０ 

４０．９ 

 
△１，４６３ 

△２３８ 
 売 上 総 利 益           
 
Ⅲ．販売費及び一般管理費 
 １．販 売 手 数 料         
 ２．販 売 運 送 費         
 ３．広 告 宣 伝 費         
 ４．役 員 報 酬         
 ５．従業員給料手当及び賞与  
 ６．賞与引当金繰入額 
 ７．そ の 他 人 件 費 
 ８．退 職 給 付 費 用         
 ９．役員退職慰労引当金繰入額 
１０．法 定 福 利 費         
１１．福 利 厚 生 費         
１２．水 道 光 熱 費         
１３．消 耗 品 費         
１４．旅 費 交 通 費         
１５．衛 生 費         
１６．租 税 公 課         
１７．賃 借 料         
１８．減 価 償 却 費         
１９．貸倒引当金繰入額 
２０．そ の 他 

１７，０３８ 
 
 

３，４４２ 
６０ 

３５３ 
１３８ 

１，５７５ 
５４ 

２，３９３ 
３１ 
８ 

２４９ 
２１３ 

１，１３２ 
６０３ 
４１ 

４５９ 
１３７ 

３，２６３ 
１，４９９ 

５２ 
９５８ 

６０．４ １５，８１３ 
 
 

２，９１６ 
５５ 

２８５ 
１５９ 

１，４５２ 
３１ 

２，７５９ 
２６ 
９ 

２４０ 
１５７ 

１，１２７ 
５５５ 
３８ 

４５２ 
１６７ 

３，２３９ 
１，３８９ 

－ 
１，０６８ 

５９．１ △１，２２４ 
 
 

△５２６ 
△５ 

△６７ 
２１ 

△１２３ 
△２３ 
３６５ 
△５ 
０ 

△９ 
△５６ 
△４ 

△４７ 
△２ 
△６ 
２９ 

△２３ 
△１０９ 
△５２ 
１１０ 

販売費及び一般管理費合計 １６，６７０ ５９．１ １６，１３３ ６０．３ △５３６ 
 営業利益又は営業損失(△) ３６７ １．３ △３１９ △１．２ △６８７ 
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                                             （単位：百万円） 
前連結会計年度 

平成１５年４月 １日から 
平成１６年３月３１日まで 

当連結会計年度 
平成１６年４月 １日から 
平成１７年３月３１日まで 

比較増減 
 

期   別 

 
 
科   目 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 

 
Ⅳ．営 業 外 収 益         
 １．受 取 利 息         
 ２．受 取 配 当 金         
 ３．手 数 料 収 入         
 ４．不動産賃貸収入         
 ５．営業権売却収入         
 ６．連結調整勘定償却額 
 ７．そ の 他 

 
 

３３ 
４ 

７２ 
２８２ 
６０ 
１ 

８８ 

％  
 

３４ 
７ 

９９ 
２８８ 

－ 
０ 

５２ 

％  
 

０ 
２ 

２７ 
６ 

△６０ 
△１ 

△３５ 
営 業 外 収 益 合 計             ５４２ １．９ ４８２ １．８ △６０ 
 
Ⅴ．営 業 外 費 用         
 １．支 払 利 息         
 ２．不動産賃貸原価         
 ３．貸倒引当金繰入額 
 ４．そ の 他 

 
 

１３４ 
２３６ 

４ 
１２ 

  
 

１２４ 
２３９ 

５ 
１３ 

  
 

△９ 
３ 
１ 
０ 

営 業 外 費 用 合 計             ３８７ １．３ ３８３ １．４ △４ 
 経常利益又は経常損失 (△ )  
 
Ⅵ．特 別 利 益         
 １．前期損益修正益 
 ２．固定資産売却益 
 ３．投資有価証券売却益 
 ４．役員退職慰労引当金戻入額 
 ５．保 険 金 収 入 

５２２ 
 
 

２ 
－ 

１０８ 
９２ 
４１ 

１．９ △２２０ 
 
 

－ 
０ 

７２ 
－ 
－ 

△０．８ △７４３ 
 
 

△２ 
０ 

△３５ 
△９２ 
△４１ 

特 別 利 益 合 計             
 
Ⅶ．特 別 損 失         
 １．固定資産除却損         
 ２．投資有価証券売却損 
 ３．投資有価証券評価損 
 ４．会 員 権 売 却 損 
 ５．出 資 金 評 価 損 
６．賃借契約解約損 
７．貸倒引当金繰入額 

 ８．債務保証損失引当金繰入額 

２４５ 
 
 

１８６ 
－ 
０ 
－ 
２ 

１０ 
－ 

８３ 

０．８ ７３ 
 
 

２９３ 
０ 
－ 
４ 
－ 

１０ 
２２９ 
５５ 

０．２ △１７２ 
 
 

１０６ 
０ 

△０ 
４ 

△２ 
０ 

２２９ 
△２７ 

特 別 損 失 合 計             ２８３ １．０ ５９３ ２．２ ３１０ 
税金等調整前当期純利益 
又は税引等調整前当期純損失(△)  
法人税、住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額 

４８４ 
 

２４９ 
５ 

１．７ 
 

０．９ 
０．０ 

△７４１ 
 

５３ 
９６ 

△２．８ 
 

０．２ 
０．３ 

△１，２２５ 
 

△１９６ 
９０ 

 当期純利益又は当期純損失(△)  ２２８ ０．８ △８９１ △３．３ △１，１１９ 
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（３）連結剰余金計算書                                  （単位：百万円） 
前連結会計年度 

平成１５年４月 １日から 
平成１６年３月３１日まで 

当連結会計年度 
平成１６年４月 １日から 
平成１７年３月３１日まで 

比較増減 
 

期   別 

 
 
科   目 金   額 金   額 金   額 

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）    
Ⅰ．資 本 剰 余 金 期 首 残 高 ２，５４９ ２，５４９ － 
Ⅱ．資 本 剰 余 金 期 末 残 高 ２，５４９ ２，５４９ － 

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ） 
Ⅰ．利 益 剰 余 金 期 首 残 高   
Ⅱ．利 益 剰 余 金 増 加 高 
１．当 期 純 利 益  
２．連結子会社 合併による増加高 

 
３，１００ 

 
２２８ 

１ 

 
３，１６０ 

 
－ 
－ 

 
６０ 

 
△２２８ 

△１ 
利 益 剰 余 金 増 加 高 合 計 
Ⅲ．利 益 剰 余 金 減 少 高 
１．当 期 純 損 失 
２．配 当 金 
３．役 員 賞 与  

２２９ 
 

－ 
１５６ 
１２ 

－ 
 

８９１ 
１２９ 
１１ 

△２２９ 
 

８９１ 
△２７ 
△１ 

利 益 剰 余 金 減 少 高 合 計 １６９ １，０３１ ８６２ 
Ⅳ．利 益 剰 余 金 期 末 残 高 ３，１６０ ２，１２８ △１，０３１ 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書                            (単位：百万円) 
前連結会計年度 

平成１５年４月 １日から 
平成１６年３月３１日まで 

当連結会計年度 
平成１６年４月 １日から 
平成１７年３月３１日まで 

 
比較増減 

 
期   別 

 
 
科   目 金   額 金   額 金   額 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー 
 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益               
 減 価 償 却 費               
 連 結 調 整 勘 定 償 却 額               
 退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額               
 役員退職慰労引当金の増減額               
 賞 与 引 当 金 の 増 減 額               
 貸 倒 引 当 金 の 増 減 額               
 債務保証損失引当金の増減額 
 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金               
 支 払 利 息               
 固 定 資 産 売 却 益 
 固 定 資 産 除 却 損               
 賃 借 契 約 解 約 損               
 投 資 有 価 証 券 売 却 益               
 投 資 有 価 証 券 売 却 損 
 投 資 有 価 証 券 評 価 損               
 会 員 権 売 却 損 
 出 資 金 評 価 損 
 営 業 権 売 却 収 入               
 前 期 損 益 修 正 益 
 債務保証損失引当金繰入額 
 売 上 債 権 の 増 減 額               
 た な 卸 資 産 の 増 減 額               
 仕 入 債 務 の 増 減 額               
 未 払 消 費 税 等 の 増 減 額               
 役 員 賞 与 の 支 払 額               
 そ の 他 の 増 減 額               

 
４８４ 

１，５６１ 
△１ 
１６ 

△１０３ 
△１８ 
５４ 
－ 

△３８ 
１３４ 

－ 
１８６ 
１０ 

△１０８ 
－ 
０ 
－ 
２ 

△６０ 
△２ 
８３ 
５３ 
１０ 

△５６ 
７０ 

△１２ 
△１２６ 

 
△７４１ 

１，４６８ 
△０ 
１ 
４ 

△２３ 
２２６ 
５５ 

△４１ 
１２４ 
△０ 

２９３ 
－ 

△７２ 
０ 
－ 
４ 
－ 
－ 
－ 
－ 

△４０ 
△１１５ 

１ 
△１０５ 
△１１ 
６４ 

 
△１，２２５ 

△９３ 
１ 

△１５ 
１０８ 
△５ 

１７２ 
５５ 
△２ 
△９ 
△０ 

１０６ 
△１０ 
３５ 
０ 

△０ 
４ 

△２ 
６０ 
２ 

△８３ 
△９４ 

△１２６ 
５７ 

△１７６ 
１ 

１９０ 
小       計 

 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額               
 利 息 の 支 払 額               
 法 人 税 等 の 支 払 額               

２，１４２ 

１６ 

△１３６ 

△２１５ 

１，０９１ 

１８ 

△１２４ 

△２７２ 

△１，０５０ 
１ 

１２ 
△５７ 

営業活動によるキャッシュ・フロー １，８０７ ７１３ △１，０９４ 
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 (単位：百万円) 
前連結会計年度 

平成１５年４月 １日から 
平成１６年３月３１日まで 

当連結会計年度 
平成１６年４月 １日から 
平成１７年３月３１日まで 

比較増減 
 

期   別 

 
 
科   目 金   額 金   額 金   額 
Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー 
 有価証券の償還による収入 
 有形固定資産の取得による支出  
 有形固定資産の売却による収入 
 営 業 権 の 売 却 に よ る 収 入               
 無形固定資産の取得による支出 
 無形固定資産の売却による収入 
 投資有価証券の取得による支出 
 投資有価証券の売却による収入 
 貸 付 け に よ る 支 出               
 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入               
 敷金保証金の支払いによる支出 
 敷金保証金の返還による収入               
 店舗賃借仮勘定の支払いによる支出 
 会 員 権 の 売 却 に よ る 収 入 
 連結の変更を伴う子会社株式の取得による支出 
 そ の 他 投 資 に よ る 増 減 額                

 
１０ 

△１，６４７ 
１５ 
５９ 

△８８ 
０ 

△４９ 
２０４ 

△３６２ 
２８０ 
△８８ 
２６５ 
△１７ 

－ 
△４ 
９ 

 
１０ 

△１，６８０ 
４５７ 

４ 
△９６ 

０ 
△６３ 
１４３ 

△１６６ 
１７５ 

△２２８ 
２００ 
△６７ 
２５ 
－ 

△１５ 

 
－ 

△３２ 
△１５ 
△５５ 
△８ 
△０ 

△１４ 
△６１ 
１９５ 

△１０５ 
△１４０ 
△６５ 
△５０ 
２５ 
４ 

△２４ 
投資活動によるキャッシュ・フロー 
Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー 
 借 入 れ に よ る 収 入               
 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出               
 社債（転換社債を含む）の償還による支出 
 自己株式の取得による支出 
 配 当 金 の 支 払 額               

△１，４１２ 
 

４，７４８ 
△４，７３５ 

△３３０ 
△８９ 

△１５６ 

△１，７５９ 
 

１１，９２０ 
△１０，６８３ 

△２４０ 
△８０ 

△１２９ 

△３４７ 
 

７，１７２ 
△５，９４８ 

９０ 
９ 

２７ 
財務活動によるキャッシュ・フロー △５６３ ７８６ １，３５０ 
Ⅳ．現金及び現金同等物の増減額 
Ⅴ．現金及び現金同等物の期首残高 

△１６８ 
１，６６７ 

△２５９ 
１，４９９ 

△９１ 
△１６８ 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期末残高 １，４９９ １，２３９ △２５９ 
 
 （５）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  １．連結の範囲に関する事項 
  （１）連結子会社数   ２社 
     連結子会社の名称 
      株式会社アトムライス   株式会社アトムボーイ 
      
  （２）非連結子会社数  ０社 
 
  ２．持分法の適用に関する事項 
     子会社はすべて連結しております。また、関連会社はありません。 
 
  ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
     連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。 
 
  ４．会計処理基準に関する事項 
  （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
    １．有価証券 
      満期保 有目 的の債券              償却原価法（定額法）を採用しております。 
      そ の 他 有 価 証 券            
       時価のあるもの      決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 
       時価のないもの      移動平均法による原価法を採用しております。 
    ２．たな卸資産 
      商品・原材料・貯蔵品    最終仕入原価法を採用しております。 
  （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
       有形固定資産については、定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法）を採用しております。 
       なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
        建物及び構築物     １０～３４年 



- 13 - 

  （３）重要な引当金の計上基準 
貸 倒 引 当 金          売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 
賞 与 引 当 金          従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給実績を基に、当連結会計年度負担分

を計上しております。 
退 職 給 付 引 当 金          従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込

額に基づき計上しております。 
数理計算上の差異は、翌連結会計年度に一括処理することとしております。 

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。 
債務保証損失引当金 債務保証に係る損失に備えるため、保証先の財政状態の実情を勘案し、損失負担

見積額を計上しております。 
  （４）重要なリース取引の処理方法 
       リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
  （５）重要なヘッジ会計の方法 
      ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法              金利スワップについて特例処理を採用しております。 
      ヘッジ手段とヘッジ対象   ヘッジ手段   金利スワップ 
                    ヘッジ対象   借 入 金       
      ヘ ッ ジ 方 針              金利リスク低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。 
      有 効 性 評 価 の 方 法              金利スワップについて特例処理を採用しているため、有効性の評価を省略し

ております。 
  （６）消費税等の会計処理 
       税抜方式によっております。 
  
  ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
     連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 
 
  ６．連結調整勘定の償却に関する事項 
     連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却を行っております。 
 
  ７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 
     連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成して

おります。 
 
  ８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
     手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



- 14 - 

注 記 事 項 
 （連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成１６年３月３１日現在） 

当連結会計年度 
（平成１７年３月３１日現在） 

 

１．有形固定資産の減価償却累計額 
 ９，１４５百万円 
 
２．担保に供している資産 
   建物及び構築物 １６６百万円 
   土 地        ９５９百万円 
   投資有価証券        ３９１百万円 
      計 １，５１７百万円 
  上記資産は下記の債務の担保に供しております。 
   長 期 借 入 金        １，３１１百万円 
   （１年内返済予定分を含む） 
   有 価 証 券          ９百万円 
   投資有価証券        ２１百万円 
      計            ３１百万円  
  上記を前払式証票の規制等に関する法律に基づき

供託しております。 
４．保証債務 
 １９１百万円 
５．自己株式の数 
                 ７０，６７５株 

１．有形固定資産の減価償却累計額 
 １０，３５３百万円 
 
２．担保に供している資産 
   建物及び構築物 １４９百万円 
   土 地        ９５９百万円 
   投資有価証券        ３３７百万円 
      計 １，４４５百万円 
  上記資産は下記の債務の担保に供しております。 
   長 期 借 入 金        １，１６４百万円 
   （１年内返済予定分を含む） 
   有 価 証 券          ４百万円 
   投資有価証券        ３０百万円 
      計            ３５百万円  
  上記を前払式証票の規制等に関する法律に基づき

供託しております。 
４．保証債務 
 ７４百万円 
５．自己株式の数 
                １３１，９５０株 
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 （連結損益計算書関係）   
前連結会計年度 

平成１５年４月 １日から 
平成１６年３月３１日まで 

当連結会計年度 
平成１６年４月 １日から 
平成１７年３月３１日まで 

 

１．前期損益修正益の内容は次のとおりであります。 
 過年度減価償却費修正額 ２百万円 
２． － 
   
 
３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 
 建物及び構築物 １６３百万円 
 有形固定資産のその他 ２２百万円 
 （器具及び備品）                     
        計 １８６百万円 
 
 
 
 
 
 
４．賃借契約解約損の内容は次のとおりであります。 
  敷 金 保 証 金          １０百万円 

１．               － 
 
２．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 
 有形固定資産のその他 ０百万円 
 （車輌及び運搬具） 
３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 
 建物及び構築物 １８７百万円 
 有形固定資産のその他 ２９百万円 
 （器具及び備品） 

営 業 権 ２６百万円 
 無形固定資産のその他   ２９百万円 
 （権利金）               
 投資その他の資産のその他           ０百万円 
 （長期前払費用） 

解体撤去費用等          ４８百万円 
計 ２９３百万円 

４．賃借契約解約損の内容は次のとおりであります。 
中途解約違約金           １０百万円 

 

 
 （連結キャッシュ・フロー計算書関係）   

前連結会計年度 
平成１５年４月 １日から 
平成１６年３月３１日まで 

当連結会計年度 
平成１６年４月 １日から 
平成１７年３月３１日まで 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 
              （平成16年3月31日現在） 
 現金及び預金勘定 ２，０５９百万円 
 預入期間が３ヶ月を 
 超える定期預金等 △５６０百万円 
 現金及び現金同等物 １，４９９百万円 
２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債のおもな内訳 
株式の取得により新たに㈱アトムボーイを連結した

ことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに

同社株式取得価額と同社取得のための支出（純額）

との関係は次のとおりであります。 
 流動資産 ２１百万円 
 固定資産 ０百万円 
 連結調整勘定 △１百万円 
 流動負債   △０百万円 
 ㈱アトムボーイ株式の取得価額 ２０百万円 
 ㈱アトムボーイ現金及び現金同等物 △１５百万円 
 ㈱アトムボーイ株式取得のための支出   ４百万円 
 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 
              （平成17年3月31日現在） 
 現金及び預金勘定 １，７９１百万円 
 預入期間が３ヶ月を 
 超える定期預金等 △５５１百万円 
 現金及び現金同等物 １，２３９百万円 
２．                 － 

 

 
（リース取引関係） 

   有価証券報告書をＥＤＩＮＥＴにより開示するため、記載を省略しております。 
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（有価証券関係） 
 前連結会計年度（平成１６年３月３１日現在） 
 １．満期保有目的の債券で時価のあるもの                         （単位：百万円） 

種    類 連結貸借対照表計上額 時    価 差  額 
（１）国債・地方債等 
（２）社債 
（３）その他 

１４ 
－ 
－ 

１４ 
－ 
－ 

０ 
－ 
－ 

時価が 
連結貸借対照表 

計上額を 
超えるもの 小    計 １４ １４ ０ 

（１）国債・地方債等 
（２）社債 
（３）その他 

１６ 

－ 

－ 

１６ 

－ 

－ 

△０ 

－ 

－ 

時価が 
連結貸借対照表 

計上額を 
超えないもの 小    計 １６ １６ △０ 

合     計 ３１ ３１ △０ 

 
 ２．その他有価証券で時価のあるもの                           （単位：百万円） 

種    類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差  額 
（１）株式 
（２）債券 
（３）その他 

４１４ 
－ 

４１ 

６１４ 
－ 

５９ 

１９９ 
－ 
－ 

連結貸借対照表 
計上額が 
取得原価を 
超えるもの 小    計 ４５６  ６７３ １７ 

（１）株式 
（２）債券 
（３）その他 

１７ 
－ 

２０ 

１３７ 
－ 

１７ 

△３７ 
－ 

△２ 

連結貸借対照表 
計上額が 
取得原価を 
超えないもの 小    計 １９４ １５４ △４０ 

合     計 ６５１ ８２８ １７６ 

（注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について 0 百万円減損処理を行っております。 
    なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ５０％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、３０％～５０％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行

っております。 
 
 ３．前連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成１５年４月１日 至 平成１６年３月３１日） 
                        （単位：百万円） 

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額 
２０４ １０８ － 

 
 ４．時価評価されていない主な有価証券の内容  （単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 
その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 
 

１ 
 
 ５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 （単位：百万円） 

１年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 
１．債券 
（１）国債・地方債等 
（２）社債 
（３）その他 

２．その他 

 
９ 
－ 
－ 
－ 

 
２１ 
－ 
－ 
－ 

 
－ 
－ 
－ 
－ 

 
－ 
－ 
－ 
－ 

合    計 ９ ２１ － － 
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当連結会計年度（平成１７年３月３１日現在） 
 １．満期保有目的の債券で時価のあるもの                         （単位：百万円） 

種    類 連結貸借対照表計上額 時    価 差  額 
（１）国債・地方債等 
（２）社債 
（３）その他 

３５ 
－ 
－ 

３５ 
－ 
－ 

０ 
－ 
－ 

時価が 
連結貸借対照表 

計上額を 
超えるもの 小    計 ３５ ３５ ０ 

（１）国債・地方債等 
（２）社債 
（３）その他 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

時価が 
連結貸借対照表 

計上額を 
超えないもの 小    計 － － － 

合     計 ３５ ３５ ０ 

 
２．その他有価証券で時価のあるもの                           （単位：百万円） 

種    類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差  額 
（１）株式 
（２）債券 
（３）その他 

５０７ 
－ 

４１ 

７６６ 
５２ 

２５８ 
－ 

１０ 

連結貸借対照表 
計上額が 
取得原価を 
超えるもの 小    計 ５４９ ８１８ ２６９ 

（１）株式 
（２）債券 
（３）その他 

５５ 
－ 

２０ 

５３ 
－ 

１７ 

△２ 
－ 

△２ 

連結貸借対照表 
計上額が 
取得原価を 
超えないもの 小    計 ７５ ７０ △４ 

合     計 ６２４ ８８９ ２６４ 

 
３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成１５年４月１日 至 平成１６年３月３１日） 

                        （単位：百万円） 
売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額 

１４３ ７２ ０ 

 
 ４．時価評価されていない主な有価証券の内容  （単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 
その他有価証券 

非上場株式 
 

1 
 
 ５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 （単位：百万円） 

１年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 
１．債券 
（１）国債・地方債等 
（２）社債 
（３）その他 

２．その他 

 
４ 
－ 
－ 
－ 

 
１５ 
－ 
－ 
－ 

 
１５ 
－ 
－ 
－ 

 
－ 
－ 
－ 
－ 

合    計 ４ １５ １５ － 

 
（デリバティブ取引関係） 
     有価証券報告書をＥＤＩＮＥＴにより開示するため、記載を省略しております。 
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（退職給付関係） 
 １．採用している退職給付制度の概要 
    当社グループは、退職金規定に基づく社内積立の退職一時金制度を採用しております。 

２．退職給付債務及びその内訳                            （単位：百万円） 
前連結会計年度 

（平成１６年３月３１日現在） 
当連結会計年度 

（平成１７年３月３１日現在） 
退職給付債務 
（１）退職給付引当金 
（２）未認識数理計算上の差異 

１２７ 

１２６ 

１ 

１２４ 

１２７ 

△２ 

３．退職給付費用の内訳                               （単位：百万円） 
前連結会計年度 

平成１５年４月 １日から 
平成１６年３月３１日まで 

当連結会計年度 
平成１６年４月 １日から 
平成１７年３月３１日まで 

退職給付費用 
（１）勤務費用 
（２）利息費用 
（３）数理計算上の差異の費用処理額 

３４ 

２６ 

１ 

５ 

２８ 

２５ 

１ 

１ 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
前連結会計年度 

（平成１６年３月３１日現在） 
当連結会計年度 

（平成１７年３月３１日現在） 
（１）割引率 
（２）退職給付見込額の期間配分方法 
（３）数理計算上の差異の処理年数 

１．５％ 
期間定額基準 

1年 

１．５％ 
期間定額基準 

1年 
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（税効果会計関係） 
前連結会計年度 

（平成１６年３月３１日現在） 
当連結会計年度 

（平成１７年３月３１日現在） 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 
 繰延税金資産 
  貸 倒 引 当 金 ５３百万円 
  退 職 給 付 引 当 金 ４７百万円 
  役員退職慰労引当金 ３６百万円 
  債務保証損失引当金 ３３百万円 
  賞 与 引 当 金 ２２百万円 
  会 員 権 評 価 損 １３百万円 
  そ の 他    ２８百万円 

繰延税金資産小計 ２３４百万円 
評価性引当額  △６百万円 
繰延税金資産合計 ２２８百万円 
繰延税金負債 
 その他有価証券評価差額金 △７０百万円 
繰延税金負債合計 △７０百万円 
繰延税金資産の純額 １５７百万円 

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。 
流動資産－繰延税金資産  ４３百万円 

 固定資産－繰延税金資産 １１３百万円 
 
 
 
 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 
（単位：％） 

 法 定 実 効 税 率          ４１．５ 
  （調  整） 
 法人住民税均等割額 ７．７ 
 交際費等永久に損金に算入されない項目 ４．２ 
 そ の 他          △０．６ 
 税効果会計適用後の法人税等の負担率 ５２．８ 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 
 繰 延 税 金 資 産 
  繰 越 欠 損 金 １８７百万円 
  貸 倒 引 当 金 １３７百万円 
  債務保証損失引当金 ５５百万円 
  退 職 給 付 引 当 金 ４７百万円 
  役員退職慰労引当金 ３８百万円 
  未 払 事 業 税 １７百万円 
  賞 与 引 当 金 １３百万円 
  会 員 権 評 価 損 １０百万円 
  そ の 他    １３百万円 

繰延税金資産小計 ５２０百万円 
評価性引当額 △３８９百万円 
繰延税金資産合計  １３１百万円 
繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 △１０５百万円 
 繰延税金負債合計 △１０５百万円 
繰延税金資産の純額  ２５百万円 

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。 
流動資産－繰延税金資産  ３９百万円 

 固定資産－繰延税金資産 ４百万円 
固定負債－繰延税金負債 １８百万円 

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異

の原因となった主要な項目別の内訳 
 
  当期純損失であるため、記載を省略しております。 

 
（セグメント情報） 
 １．事業の種類別セグメント情報 
   前連結会計年度（自 平成１５年４月１日 至 平成１６年３月３１日） 
     前連結グループは飲食事業を主な事業内容としており、当該事業区分の売上高、営業利益及び資産の金額は、

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメント資産の金額の合計額に占める割合が９０％を超えてい

るため、記載を省略しております。 
   当連結会計年度（自 平成１６年４月１日 至 平成１７年３月３１日） 
     当連結グループは飲食事業を主な事業内容としており、当該事業区分の売上高、営業利益及び資産の金額は、

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメント資産の金額の合計額に占める割合が９０％を超えてい

るため、記載を省略しております。 
 ２．所在地別セグメント情報 
    当連結会計年度及び前連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がない

ため、該当事項はありません。 
 ３．海外売上高 
    当連結会計年度及び前連結会計年度において海外売上がないため、該当事項はありません。 
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（関連当事者との取引） 
 前連結会計年度（自 平成１５年４月１日 至 平成１６年３月３１日） 
 役員及び個人主要株主等                                    （単位：百万円） 

関 係 内 容 
属  性 会社等の名

称 住 所 資本金又は 
出資金 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の所有 
（被所有）割合 役員の兼任等 事実上の関係 

取引の内容 取引 
金額 科 目 期末 

残高 
資金の貸付 － 貸付金 ４２ 役員及び 

その近親者 濱 武雄 － － 当社の 
従業員 － － － 

貸付金利息 ０ － － 
（注）１．上記取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。 
   ２．取引条件及び取引条件の決定方針 
     当社と関連を有しない他の当事者と同様であります。 
 

当連結会計年度（自 平成１６年４月１日 至 平成１７年３月３１日） 
役員及び個人主要株主等                                    （単位：百万円） 

関 係 内 容 
属  性 会社等 

の名称 住 所 資本金又は 
出資金 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の所有 
（被所有）割合 役員の兼任等 事実上の関係 

取引の内容 取引 
金額 科 目 期末 

残高 

役   員 森上 伸一 － － 当社の 
取締役 

（被所有）直接 
０．０％ － － 借入債務の保証 １ － － 

資金の貸付 － 貸付金 ４１ 役員及び 
その近親者 濱 武雄 － － 当社の 

従業員 － － － 
貸付金利息 ０ － － 

役員及びその近親者

が議決権の過半数を

所有する会社等 

㈲真栄ビジ

ネス 
名古屋市

中区 ３ 
コンサルテ

ィング業務

他 
－ － － 税務顧問料 

の支払い １ 未払金 ０ 

（注）１．上記取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。 
   ２．取引条件及び取引条件の決定方針 
     当社と関連を有しない他の当事者と同様であります。 
    
５．事業部門別販売実績 
                                           （単位：百万円） 

前連結会計年度 
平成１５年４月 １日から 
平成１６年３月３１日まで 

当連結会計年度 
平成１６年４月 １日から 
平成１７年３月３１日まで 

 
比較増減 

      
     期 別 
 
部 門 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 
 

す し 部 門        
レストラン部門 
食 材 部 門        
そ の 他        

 
１０，２５８ 
１６，６５５ 
１，０８７ 

２２２ 

 
１０，６６０ 
１５，０９１ 

８１０ 
１９８ 

 
４０１ 

△１，５６３ 
△２７６ 
△２３ 

合  計 ２８，２２３ 

   ％ 
３６．３ 
５９．０ 

３．９ 
０．８ 

１００．０ ２６，７６０ 

   ％ 
３９．８ 
５６．４ 

３．０ 
０．８ 

１００．０ △１，４６３ 
 
 
 



 

平成１７年３月期 決算発表 連結（参考資料） 
平成 17 年 5 月 20 日 

株式会社アトム 

１．連結経営成績  対前期増減率 
 

売 上 高 267 億 60 百万円 △5.2％ （減収） 
営 業 利 益 △3 億 19 百万円 －％ （減益） 
経 常 利 益 △2 億 20 百万円 －％ （減益） 
当 期 純 利 益 △8 億 91 百万円 －％ （減益） 

２．連結財政状態    
総 資 産 201 億 80 百万円   
株 主 資 本 70 億 14 百万円   
株 主 資 本 比 率 34.8％   
１株当たり株主資本 679 円 00 銭   

３．会計処理の方法の変更   

   該当事項はありません。   

４．次期の連結業績予想  
対前期増減率  

中間期 売 上 高 136 億 00 百万円 △1.4％  
 経 常 利 益 80 百万円 －％  
 当期純利益 △104 億 00 百万円 －％  
通 期 売 上 高 255 億 00 百万円 △4.7％  

 経 常 利 益 1 億 60 百万円 －％  
 当期純利益 △103 億 00 百万円 －％  

５．連結キャッシュ・フローの状況   

営業活動によるキャッシュ・フロー 7 億 13 百万円  
投資活動によるキャッシュ・フロー △17 億 59 百万円  
財務活動によるキャッシュ・フロー 7 億 86 百万円  
現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高 12 億 39 百万円  

６．事業部門別販売実績  対前期増減率 構成比  

す し 部 門 106 億 60 百万円 3.9％ 39.8％  
レストラン部門 150 億 91 百万円 △9.4％ 56.4％  
食 材 部 門 8 億 10 百万円 △25.5％ 3.0％  
そ の 他 1 億 98 百万円 △10.7％ 0.8％  

 合  計 267 億 60 百万円 △5.2％ 100.0％   
７．過去５年間の連結経営成績  (単位：百万円) 
  17 年 3 月期 16 年 3 月期 15 年 3 月期 14 年 3 月期 13 年 3 月期 
 売 上 高 26,760 28,223 28,466 26,946 25,682 
 営 業 利 益 △319 367 525 355 989 
 経 常 利 益 △220 522 654 495 1,238 
 当期純利益 △891 228 228 164 471 
 (注)過去最高金額 売 上 高 28,466 百万円 （平成 15 年 3 月期）  
  営 業 利 益 1,166 百万円 （平成 11 年 3 月期）  
  経 常 利 益 1,245 百万円 （平成 11 年 3 月期）  
  当 期 純 利 益 600 百万円 （平成 12 年 3 月期）  

 
 


